
第第一一号号議議案案  令令和和元元年年度度事事業業報報告告（（            ））  
 
 

令和元年度の当協会の事業概要について、次のとおり報告する。 

・・総総  括括  
令和元年度の当協会の事業活動は、税財政分野における世界的な規模での様々な動きを意識し、

会員ニーズに沿った事業活動を推し進めるとともに、コスト面の取組みにも力点を置き、あるべ

き税制、税務の実現に向けて諸活動を展開した。 

特に、提言活動の中心である「税制改正に関する租研意見」は、政策検討会を中心として、税制

基本問題研究会をはじめ、財政経済研究会、国際課税研究会等の他の研究会活動との有機的な連

携・協調に努め、多面的な分析を実施し作成した。一方、法人税研究会においては、法人税（国際

関係含む）の通達検討を中心に租税制度の透明性、予測可能性を高める活動に積極的に取り組ん

だ。 

また、調査・研究活動については、一層の充実・強化に努めるとともに、関係当局との連携・協

調を図り、会員企業にとっても有益となる意見交換を展開した。 

会員懇談会については、昨年 12 月以降、新型コロナウィルス感染症の報告が日本国内でも続い

ている状況下、当協会でも 2 月～3 月にかけて会合の中止・延期等の対応を行ったため、計画を若

干下回る回数となったものの、適宜内容を厳選し開催した。他方、委員会、研究会等については、

調査・研究・提言活動、普及活動、情報発信活動をバランスよく会員に提供した結果、効率的な運

営を遂行できた。 

全体としては、内容の選別かつ充実を図り、適時・適切な情報提供に努めた結果、概ね計画通り

の事業活動を効率的に展開することができた。令和元年度の事業活動の総括表及び個別の活動実

績は以下の通りである。 

 

（講演回数換算ベース　＊3）

理事会・総会・委員会等 60 回 59 回 57 回 5588 回 4477 回

内研究会 4411 〃 4400 〃 3388 〃 4400 〃 3355 〃

会員懇談会 92 〃 77 〃 76 〃 7799 〃 7755 〃

租税研究大会　＊1 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 6 〃 （3.0日） 66 〃 （3.0日） 66 〃

基礎講座　＊2 （３講座） 21 〃 （３講座） 22 〃 （３講座） 21 〃 （３講座） 2222 〃 （３講座） 2222 〃

合計 179 〃 164 〃 160 〃 116655 〃 115500 〃

出版（「租税研究」以外） 8 冊 7 冊 8 冊 66 冊 66 冊

＊１　令和元年度実績の内訳　：　東京大会2.0日（報告2、討論2）、大阪大会1.0日（討論2）

＊2　令和元度実績の内訳　：　法人税基礎講座（東京）8回、法人税基礎講座（関西）8回、国際課税初級講座（東京）6回

＊3　講演回数換算ベース　：　同日講演で講演内容が異なる場合には、各々を1回として集計

令令和和元元年年度度
実実績績

令令和和元元年年度度
計計画画

平成２８年度
実績

平成２９年度
実績

平成３０年度
実績

自 平成 31 年 4 月 1 日 
至 令和 2 年 3 月 31 日 
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11．．第第 7711 回回定定時時総総会会  

令和元年 5 月 30 日第 71 回定時総会を、日本工業倶楽部会議室において開催した。会長の佃和

夫が議長となり、開会の挨拶を述べたのち、次の議題について報告・説明が行われ、審議の後、い

ずれも原案どおり承認可決された。 

〔議題〕 

（報告） 
1. 平成 30 年度事業報告 

（議案） 
1. 平成 30 年度決算案 
2. 平成 31 年度事業計画及び予算報告 
3. 平成 31 年度会費分担基準案 
4. 役員任期満了に伴う改選案 
5. 補欠理事選任案 
6. 評議員退任・選任報告 
7. 評議員任期満了に伴う改選案 

 
22．．第第 448811 回回理理事事会会・・評評議議員員会会  

令和元年 5 月 14 日、第 481 回理事会･評議員会を開催した。第 71 回定時総会に付議する諸案

件を審議、承認可決した。 

 
33．．理理事事会会・・評評議議員員会会  

令和元年度における定例の理事会は 5 月、10 月、12 月に 3 回開催（3 月の理事会は新型コロナ

ウィルス感染症の影響により中止し、書面による「みなし理事会決議」を実施）し、第 71 回定時

総会に付議する諸案件のほか、評議員の補充選任･退任、各種委員会、研究会、懇談会等の開催状

況等の審議･決議･報告を行った。 

 
44．．委委員員会会・・研研究究会会等等 

(1) 政策委員会（政策検討会） 

政策委員会の下に政策検討会を設置。政策検討会は、政策委員会の主査を中心として、研究者等

から構成し、税制改正に向けた研究を行うとともに、税制基本問題研究会をはじめとする、財政経

済研究会や国際課税研究会等の研究会の成果や会員からの税制改正意見要望、アンケート等を踏

まえた「令和 2 年度税制改正に関する租研意見」をとりまとめ、政策委員会、会長・副会長会議に

付議した上、関係当局に対し意見・要望の表明を行った。 

また、令和元年 12 月には会長と副会長より、麻生副総理兼財務大臣に対して、直接「令和 2 年

度税制改正に関する租研意見」の提言を行った。 
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(2) 政策委員会（税制基本問題研究会） 

税制基本問題研究会は、租研意見に関連する理論面や今後の方向についての課題とその問題点

等を調査・研究していく必要があることから、より広い見地より税制の基本的な側面を調査・研

究、分析することを目的として設置し、税制分野等の諸課題について、調査・研究を実施し、その

成果を会員に報告している。 

平成 31 年 2 月から「租税原則の視点からみた税制の課題」を大テーマとして取り上げ、多面的

に検討を進めており、その成果を令和 2 年 9 月の租税研究大会（大阪）にて会員に報告する予定

である。 

(3) 財政経済委員会（財政経済研究会） 

財政経済研究会において、社会保障制度改革、財政改革、税制の抜本的改革等の諸課題につい

て、調査・研究を実施し、その成果を会員に報告している。 

平成 30 年１月から「財政のフューチャー・デザイン：最後の機会」を大テーマとして取り上げ、

税、財政、社会保障分野の課題について、様々な角度から検討を進めてきた研究成果を、令和元年

9 月の租税研究大会にて、討論会形式で会員に報告した。 

(4) 法人課税委員会（法人税研究会） 

法人税研究会の下に設置した下記検討会において、会員の課題解決につながる活動を展開した。 

その活動成果の一つとして、実務面からの税務執行上の透明性確保、予測可能な取扱いの明確

化を目的とした、本年度の通達等への会員意見の反映及び通達等の早期化・明確化を実現した。 

・・通通達達等等検検討討会会（（法法人人税税、、国国際際課課税税部部会会））  
同検討会を累計６回（専門部会(３回)含む）開催することにより、会員の意見・要望を踏

まえ、税制改正に伴う課税関係の明確化の検討、行政当局との意見交換会を実施し、通達等

での反映及び早期化・明確化に取り組んだ。 

(5) 国際課税委員会（国際課税研究会） 

国際課税研究会において、租税に関する、その時期におけるキーノートとなる重要で話題性の

ある海外論文を調査・研究し、その成果を「租税研究」等を通じて、会員に提供した。 

(6) 意見交換会 

税務コーポレートガバナンスや国際課税など、税制・税務に関する重要な課題について、主

税局及び国税庁幹部と会員企業等との意見交換会を実施している。 
 

55．．国国際際交交流流のの促促進進  

IMF、米国、インド、インドネシアの政府高官や専門家による懇談会を開催する等、諸外国にお

ける行政当局関係者との交流に取り組んだ。 
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66．．講講演演会会等等（（会会員員懇懇談談会会、、租租税税研研究究大大会会、、基基礎礎講講座座）） 

(1) 会員懇談会 

法人税については、組織再編税制、租税回避問題、主要な課税訴訟事例をはじめとして、国税通

則法を中心とする手続規定や申告実務を含め、理論面、実務面における税制、税務について幅広く

講演会を開催した。 

また、国際課税については、BEPS プロジェクトへの対応を中心に、会員の関心の高い外国子会

社合算税制、移転価格税制、電子経済の課税上の課題等の個別分野や、OECD、米国等の最新海外

税制動向について講演会を開催した。 

(2) 租税研究大会 

租税研究大会については、租研の事業活動に相応しい財政・税制に関する調査、研究、情報発信

機能に配意した運営を行っている。具体的には、東京 2 日、大阪 1 日、合計 3 日間（報告 2、討論

4）開催し、理論と実務面における最先端の重要な課題を取り上げ、会員に対して講演、討論等を

通して、情報提供を実施するとともに、税理士会、公認会計士協会等に公開する等、協会外部への

情報発信を行い、公益的活動の推進、当協会のプレゼンス向上を図った。 

また、その成果は、日本租税研究協会 第 71 回租税研究大会記録「財政のフューチャー・デザ

インとデジタル経済の進展に伴う国際租税の今後」として出版するとともに、ホームページ等に

より会員以外にも公表した。 

(3) 基礎・中級講座 

令和元年度は、法人税基礎講座（東京）8 回、法人税基礎講座（関西）8 回 を実施した。また、

国際課税初級講座（東京）6 回を開催した。前広かつメリハリの効いたＰＲ活動に努め、多数の受

講者の参加を得た。 

 

77．．出出版版等等情情報報提提供供活活動動他他（（出出版版、、ホホーームムペペーージジ）） 

(1) 出版 

定例の「租税研究（毎月）」「租税研究大会記録（毎年）」に加え、研究会・検討会報告書等の重

要な出版物を刊行した。 

（（参参考考））令令和和元元年年度度出出版版物物（（「「租租税税研研究究以以外外」」））  

・第 71 回租税研究大会記録  

～財政のフューチャー・デザインとデジタル経済の進展に伴う国際租税の今後～ 

    ・令和 2 年度税制改正に関する租研意見 

・その他 

                               合計 6 冊 
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(2) ホームページによる情報提供サービスの向上 

租研ホームページについては、協会 70 周年事業としてリニューアルを行い、検索機能の向上を

図るなど情報提供機能を大幅に強化した。月刊会員誌「租税研究」等の記事については、会員の利

便性向上の観点から、デジタル化の済んでいないものについても網羅的に電子化の作業を継続し

ている。また、定常の「租研意見」、「租研会員の意見調査結果」、「租研会員の税制改正意見集」、

「租税研究大会記録」等を掲載し、公表した。 
 

88．．国国際際租租税税協協会会（（IIFFAA））日日本本支支部部事事務務局局受受託託事事務務  

国際租税協会（IFA）の日本支部の事務局事務業務は引き続き実施した。本年度も、IFA 年次総

会報告会に協力する等、国際的な情報の発信活動に貢献するとともに、租研としても国際租税分

野の事業活動の充実を図った。 

 
99．．会会員員数数及及びび会会員員異異動動状状況況  

（１）会員数（令和２年 3月 31日現在） 

維持会員      ３１６ 
個人会員      ４５７ 
特別会員        ４団体 
（内、推薦会員  １団体、４個人） 

（２）会員異動状況 
 

 平成 30 年度末 令和１年度増減 令和１年度末 
  増 減  
維持会員 （社） ３２６  １ １１ ３１６ 
個人会員 （人） ４５８ ２４ ２５ ４５７ 
特別会員（団体） ４ ０ ０ ４ 
（内 推薦会員） （５） （０） （０） （５） 

計 ７８８ ２５ ３６ ７７７ 

1100．．役役員員・・評評議議員員等等（（令令和和２２年年 33 月月 3311 日日現現在在））  

   会長  （代表理事） １名          評議員     ５７名 

   副会長 （代表理事） ６名          特別顧問     ３名 

   理事          １９名           顧問       ６名 

（理事計       ２６名）           参与          ３名 

監事           ２名 
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令和元年度計画 実績

通常総会 1 1

理事会・評議員会 4 3

総総会会・・理理事事会会 55 44

会長・副会長会議 3 2 財務大臣への提言を含む

運営委員会 1 1

　企画運営小委員会
　※ 3 3

政策委員会 1 1

　政策検討会
　※ 5 5

　税制基本問題研究会　※ 9 8

　地球環境問題検討会
　※ 0 0

財政経済委員会 0 0

　財政経済研究会
　※ 8 7

法人課税委員会 0 0

　法人税研究会／通達等検討会
　※ 7 6 専門部会を含む

　法人税研究会／国際課税実務検討会
　※ 0 0

　税務会計研究会
　※ 0 0

国際課税委員会 0 0

　国際課税研究会
　※ 8 6

　中国交流促進検討会
　※ 0 0

個人課税委員会 0 0

消費課税委員会 0 0

地方課税委員会 0 0

　地方税研究会
　※ 0 0

意見交換会 7 3 財務省、国税庁、会員企業

座談会　他 1 1

委委員員会会・・研研究究会会等等 5533 4433

うち研究会関連（※） 4400 3355

東京会員懇談会 55 53

関西会員懇談会 15 16

名古屋会員懇談会 9 6

九州会員懇談会 0 0

会会員員懇懇談談会会 7799 7755

租税研究大会（東京） 4 4 2.0日：報告1、討論3

租税研究大会（大阪） 2 2 1.0日：報告1、討論1

租租税税研研究究大大会会 66 66

法人税基礎講座（東京） 8 8 8回／講座

法人税基礎講座（関西） 8 8 8回／講座

国際課税基礎講座（東京） 6 6 6回／講座

国際課税中級講座（東京） 0 0 国際課税基礎講座と隔年開催

基基礎礎講講座座 2222 2222

合合計計 116655 115500

会合名 備考

（（参参考考））令令和和元元年年度度実実績績／／活活動動実実績績一一覧覧表表

会合回数（回）
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